
東京都北区教育委員会

平成27年４月制定

東京都北区
いじめ防止条例
いじめゼロの学校・まちづくりを推進します

　全ての子どもたちは、その一人ひとりがかけがえのない存在であり、未来を担う

大切な宝です。私たちは、いじめが子どもたちの心身の健全な成長及び人格の形

成に大きな影響を及ぼす人権侵害であることを認識し、いじめが行われなくなるよ

うに全力で取り組まなければなりません。

　そのために、子どものみならず、全ての人が「いじめは絶対に許さない」という

決意を持って、互いに協力しながら、それぞれの役割や責任を果たす必要がありま

す。そして、あらゆる場で「いじめをしない、させない、許さない」ための行動

を実践し、いじめやこれに類する行為の根絶に努めなければなりません。

　いじめをなくし、子どもたちが安心して健やかに成長することができる地域社会

の実現を目指して、ここに、この条例を制定します。　　　　　　 （前文より）



 子どもは、いじめを行ってはならない。  【第４条】

いじめとは　【第２条】

基本理念　【第３条】

　子どもに対して、その子どもが在籍する学校に在籍している等その子どもと一
定の人的関係にある他の子どもが行う心理的又は物理的な影響を与える行為（イ
ンターネットを通じて行われるものを含む。）であって、その行為の対象となっ
た子どもが心身の苦痛を感じているものをいいます。 

＜具体的ないじめの態様は、以下のようなものがあります＞
①　冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる
②　仲間はずれ、集団による無視をされる
③　軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする
④　ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする
⑤　金品をたかられる
⑥　金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする
⑦　嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする
⑧　パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷等の嫌なことをされる 等

・・・『東京都北区いじめ防止基本方針』より抜粋

一　全ての子どもが安心して学習その他の活動に取り組むことができるよう、学
校の内外を問わず、いじめが行われなくなるようにすること。 
二　子どもが、いじめの問題に関する理解を深め、いじめを行わず、いじめが行
われていることを知りながら放置することなく、いじめの解決に向けて主体的
に行動できるようにすること。 
三　いじめを受けた子どもの生命及び心身を保護することが特に重要であること
を認識しつつ、互いに協力して、いじめの問題を克服することを目指して行動
し、いじめその他これに類する行為のない地域社会を実現すること。



北区では、区・学校及び教職員・保護者・区民の
責務を以下のとおり定め、いじめ防止に向けて区全体で
取り組んでいきます。

学校及び学校の教職員の責務
【第7条】

区民の責務
【第９条】

　区は、基本理念にのっとり、学校の設置者、
学校、保護者、区民並びにいじめの防止等に
関係する機関及び団体と連携して、いじめの
防止等に係る施策を策定し、及び総合的かつ
効果的に推進します。　　　　　　

　学校及び学校の教職員は、基本理念にのっ
とり、その学校の子どもの保護者、区、区民
並びにいじめの防止等に関係する機関及び団
体と連携し、学校全体及び学校ファミリーで
組織的にいじめの防止等のための対策に取り
組むとともに、子どもがいじめを受けている
と疑われるときは、その子どもを保護し、適
切かつ迅速に対処します。

１　保護者は、基本理念にのっとり、子どもの
教育について第一義的責任を有するものとし
て、その監護する子どもがいじめを行うこと
がないよう、その監護する子どもの規範意識
及び豊かな情操を養うよう努めます。

2　保護者は、その監護する子どもがいじめを
受けたときは、学校又はいじめの防止等に関
係する機関及び団体に迅速に相談し、適切に
その子どもをいじめから保護します。

３ 保護者は、区、学校の設置者及び学校が講
ずるいじめの防止等のための対策に協力する
よう努めます。

１　区民は、基本理念にのっとり、いじめの防
止等に係る区の施策に協力するほか、それぞ
れの地域において、子どもの見守りを行うと
ともに、子どもとの触れ合いの機会を大切に
し、連携かつ協力して子どもが安心して心豊
かに成長できる環境の整備に努めます。

２　区民は、いじめを発見し、又はいじめの疑
いがあると認めた場合には、速やかに区、学
校又はいじめの防止等に関係する機関及び団
体に情報を提供するよう努めます。

保護者の責務
【第８条】

区の責務
【第５条】



重大事態が発生した場合は、速やかに
学校・教育委員会・区が一体となりその対処にあたります。

いじめなど、困ったときの相談は…

重大事態が発生した場合の流れ

24時間子供SOSダイヤル

東京都いじめ相談ホットライン

東京都教育相談センター

北区立教育相談所（いじめ110番）

24時間対応

24時間対応

平日　9:00～21:00
土日祝日　9:00～17:00
（閉庁日・年末年始を除く）
月～土　9:00～16:30
（祝日・年末年始を除く）

0570－0－78310

03－5331－8288

03－3360－8008

03－3905－3110

【重大事態】　　法28条第1項
　いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、
心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認
めるとき。
　いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の
期間学校を欠席することを余儀なくされている疑い
があると認めるとき。

①　区立学校は、重大な事態に
対処するとともに、教育委員
会に報告する

②　教育委員会は、区長に報告
し、対策本部を設置して区立
学校と一体的に対処に当たる
とともに、対策委員会に調査
を要請する
③　対策委員会は、調査結果を
報告する
④　教育委員会は、調査結果を
区長に報告し、調査結果に基
づいた対処を学校とともに行
う

⑤　区長は、教育委員会からの
報告に疑義がある場合は、独
自の調査組織で調査を行う
　（再調査）
⑥　区長は、調査結果を区議会
に報告し、教育委員会ととも
に、調査結果を踏まえ、重大
事態への対処、発生防止のた
めの措置を講じる

いじめ問題
対策委員会

いじめ問題
調査委員会

議　　会

区　　長

教育委員会

学　校

（再調査が必要な場合）

調査結果

報
告

報　
告

対
処
Ⅰ

対
処
Ⅱ
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再調査

調
査
結
果

対策本部を設置し
一体的に対処する

重大事態発生
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②

⑥

④
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③

⑤



各学校では、「学校いじめ防止基本方針」を策定し、
いじめの未然防止、早期発見及び適切な対処、並びに
再発防止のための対策を具体的に実施します。

　本方針は、いじめ防止対策推進法（平成25
年法律第71号）第十三条により、北区立○○
○学校のすべての児童が安心して充実した学校
生活を送ることができるよう、「いじめ問題」を
根絶することを目的に策定するものである。

１ いじめ防止に向けての基本姿勢
　　いじめの兆候や発生を見逃さず、学校が迅
速かつ組織的に対応するために、「いじめ」
に対する認識を全教職員で共有します。また、
いじめはどの子どもにも起こりうるという事実
を踏まえ、すべての児童を対象に、いじめに
向かわせないための未然防止に取り組む姿勢
を全教職員で示します。

２ いじめ対策のための校内組織の設置
　　校長、副校長、生活指導主任（主幹）、（学
年主任）、養護教諭、特別支援コーディネー
ター、スクールカウンセラー等からなる、いじ
め防止等の対策のための校内組織を設置しま
す。

３ いじめの未然防止、早期発見、早期対応等
に関する取組
　（略）
４ 教育委員会や関係機関等との連携
（１）いじめにより児童の生命、心身又は財産

に重大な被害が生じた疑いや、相当の期
間学校を欠席することを余儀なくされてい
る疑いがあるなどの重大事態が発生した
場合は、速やかに北区教育委員会に報告

し、その後の調査の仕方などの対応を相
談します。これは、児童や保護者からいじ
めにより重大事態に至ったという申し出が
あった場合も同様とします。

（２）いじめの内容が犯罪行為として取り扱わ
れるべきものであると認めるときは、所轄
警察署と連携して対処します。また児童の
生命、身体又は財産に重大な損害が生じ
る恐れがあるときは直ちに所轄警察署に
通報し、適切に援助を求めます。

５ 保護者への連絡と支援・助言
　　いじめが確認された場合は、保護者に事実
関係を伝え、いじめを受けた児童とその保護
者に対する支援や、いじめを行った児童の保
護者に対する助言を行います。また、事実確
認により判明した、いじめ事案に関する情報
を適切に提供します。

６ 懲戒権の適切な行使
　　教育上必要があると認めるときは、学校教
育法第11条の規定に基づき、いじめを受け
た児童の保護を第一に、いじめを行った児童
に対して適切に懲戒を加えることがあります。
その際は教育的配慮に留意し、児童が自らの
行為を理解し、健全な人間関係を育むことが
できるように促していきます。

７ 学校評価の実施
　　いじめ問題への取組等について自己評価を
行い、学校関係者評価と合わせ、その結果を
公表します。

東京都北区立○○○学校「学校いじめ防止基本方針」

学校いじめ防止基本方針の公表　【第12条】
　区立学校は、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）第十三条に規定する方針を策定し、
又は変更したときは、これを公表しています。

各学校が策定した「学校いじめ防止基
本方針」は、ホームページ等で確認がで
きます。各校にお問い合わせください。



東京都北区いじめ防止条例  
　全ての子どもたちは、その一人ひとりがかけがえのな
い存在であり、未来を担う大切な宝です。 
　私たちは、いじめが子どもたちの心身の健全な成長及
び人格の形成に大きな影響を及ぼす人権侵害であること
を認識し、いじめが行われなくなるように全力で取り組ま
なければなりません。
　そのためには、子どものみならず、全ての人が「いじめ
は絶対に許さない」という決意を持って、互いに協力しな
がら、それぞれの役割や責任を果たす必要があります。そ
して、あらゆる場で「いじめをしない、させない、許さない」
ための行動を実践し、いじめやこれに類する行為の根絶に
努めなければなりません。  
　いじめをなくし、子どもたちが安心して健やかに成長す
ることができる地域社会の実現を目指して、ここに、この
条例を制定します。 
 
第一章 総則 

（目的） 第一条 
　この条例は、いじめの未然防止、早期発見及び再発防
止並びにいじめへの適切な対処（以下「いじめの防止等」
という。）のための対策について、基本理念を定め、東京都
北区（以下「区」という。）、学校の設置者、学校及び学校の
教職員、保護者並びに区民の責務を明らかにするととも
に、いじめの防止等のための対策の推進に関し基本的な
事項を定めることにより、いじめの防止等のための対 策
を総合的かつ効果的に推進し、もって子どもたちの命と人
権を守り、子ども一人ひとりの健やかな成長を図ることを
目的とする。  

（定義） 第二条 
　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、
それぞれ当該各号に定めるところによる。
　一 いじめ 　子どもに対して、その子どもが在籍する学
校に在籍している等その子どもと一定の人的関係にある
他の子どもが行う心理的又は物理的な影響を与える行為
（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、
その行為の対象となった子どもが心身の苦痛を感じてい
るものをいう。 
　二 学校　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）
第一条に規定する小学校、中学校及び特別支援学校（幼
稚部及び高等部を除く。）をいう。 
　三 区立学校　東京都北区立学校設置条例（昭和三十
九年三月東京都北区条例第六号）第一条に規定する区立
学校をいう。 
　四 子ども　学校に在籍する児童又は生徒をいう。 
　五 保護者　子どもの親権を行う者、未成年後見人その
他の者で、実際に子どもを監護しているものをいう。 
　六 区民　区内に居住する者、在勤する者又は在学する
者をいう。 

（基本理念） 第三条 
　いじめの防止等のための対策を推進するため、次に掲
げる事項を基本理念として定める。 
　一　全ての子どもが安心して学習その他の活動に取り
組むことができるよう、学校の内外を問わず、いじめが行
われなくなるようにすること。 
　二　子どもが、いじめの問題に関する理解を深め、いじ
めを行わず、いじめが行われていることを知りながら放置
することなく、いじめの解決に向けて主体的に行動できる
ようにすること。 
　三　いじめを受けた子どもの生命及び心身を保護する
ことが特に重要であることを認識しつつ、互いに協力し
て、いじめの問題を克服することを目指して行動し、いじ
めその他これに類する行為のない地域社会を実現するこ
と。
  
（いじめの禁止） 第四条 
　子どもは、いじめを行ってはならない。  

（区の責務） 第五条
　区は、第三条に規定する基本理念（以下「基本理念」と

いう。）にのっとり、学校の設置者、学校、保護者、区民並び
にいじめの防止等に関係する機関及び団体と連携して、
いじめの防止等に係る施策を策定し、及び総合的かつ効
果的に推進する責務を有する。  

（学校の設置者の責務） 第六条 
　学校の設置者は、基本理念にのっとり、その設置する学
校におけるいじめの防止等のために必要な措置を講ずる
責務を有する。  

（学校及び学校の教職員の責務） 第七条 
　学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、その学
校の子どもの保護者、区、区民並びにいじめの防止等に
関係する機関及び団体と連携し、学校全体及び学校ファ
ミリー（通学区域の重なる複数の区立学校による連携に
より構成されるものと自治会その他の当該区立学校が設
置される地域における団体等との連携をいう。）で組織的
にいじめの防止等のための対策に取り組むとともに、子ど
もがいじめを受けていると疑われるときは、その子どもを
保護し、適切かつ迅速に対処する責務を有する。  

（保護者の責務） 第八条 
　保護者は、基本理念にのっとり、子どもの教育について
第一義的責任を有するものとして、その監護する子ども
がいじめを行うことがないよう、その監護する子どもの規
範意識及び豊かな情操を養うよう努めるものとする。 
　2　保護者は、その監護する子どもがいじめを受けたと
きは、学校又はいじめの防止等に関係する機関及び団体
に迅速に相談し、適切にその子どもをいじめから保護する
ものとする。 
　３　保護者は、区、学校の設置者及び学校が講ずるいじ
めの防止等のための対策に協力するよう努めるものとす
る。  

（区民の責務） 第九条 
　区民は、基本理念にのっとり、いじめの防止等に係る区
の施策に協力するほか、それぞれの地域において、子ども
の見守りを行うとともに、子どもとの触れ合いの機会を大
切にし、連携かつ協力して子どもが安心して心豊かに成
長できる環境の整備に努めるものとする。
　２　区民は、いじめを発見し、又はいじめの疑いがある
と認めた場合には、速やかに区、学校又はいじめの防止等
に関係する機関及び団体に情報を提供するよう努めるも
のとする。  

（財政上の措置） 第十条 
　区は、いじめの防止等のための対策を推進するために
必要な財政上の措置を講ずるものとする。
 
第二章 いじめ防止基本方針等 

（いじめ防止基本方針） 第十一条
　区は、いじめ防止対策推進法（平成二十五年法律第七
十一号。以下「法」 という。）第十二条の規定に基づき、い
じめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進
するための基本的な方針を東京都北区いじめ防止基本
方針（次項において「基本方針」という。）として定めるも
のとする。 
　２　区は、基本方針を策定し、又は変更したときは、これ
を公表するものとする。  

（学校いじめ防止基本方針の公表） 第十二条 
　区立学校は、法第十三条に規定する方針を策定し、又
は変更したときは、これを公表するものとする。  

（東京都北区いじめ問題対策連絡協議会） 第十三条
　区は、法第十四条第一項の規定に基づき、学校、東京都
北区教育委員会（以下「教育委員会」という。）並びに児童
相談所、警察その他のいじめの防止等に関係する機関及
び団体の連携を図るため、東京都北区いじめ問題対策連
絡協議会（次項において「協議会」という。）を設置する。 
　２　協議会の構成員その他の運営に関し必要な事項
は、区が別に定める。  

（東京都北区いじめ問題対策委員会） 第十四条 
　教育委員会は、法第十四条第三項の規定に基づき、い
じめの防止等のための対策の実効的な推進を図るため、
教育委員会の附属機関として、東京都北区いじめ問題対
策委員会（以下「対策委員会」という。）を設置する。 
　２　対策委員会は、いじめの防止等のための対策につ
いて、教育委員会の諮問に応じ、答申する。
　３　対策委員会は、いじめの防止等のための対策につ
いて、必要があると認めるときは、教育委員会に意見を述
べることができる。 
　４　対策委員会は、区立学校において法第二十八条第
一項に規定する重大事態又は当該重大事態と同種の事
態が発生した場合には、教育委員会からの要請に基づき
同項に規定する組織として調査を行い、その結果を教育
委員会に報告するものとする。 
　５　対策委員会は、学識経験を有する者その他のいじ
めの防止等に係る専門的な知識を有する者並びにいじめ
の防止等に関係する機関及び団体の代表等のうちから、
教育委員会が委嘱又は任命する委員十人以内をもって組
織する。 
　６　委員の任期は、二年とする。 
　７　前二項に定めるもののほか、対策委員会の組織及
び運営に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。  

第三章 基本的施策 

（インターネットを通じて行われるいじめの防止等のため
の対策の推進） 第十五条
　区は、区立学校に在籍する子ども及びその保護者が、イ
ンターネットを通じて行われるいじめを防止することがで
きるよう、必要な教育及び啓発活動を講ずるものとする。 
　２　前項に掲げるもののほか、区は、インターネットを通
じて行われるいじめに係るいじめの防止等のための対策
を推進するために必要な施策を講ずるものとする。  

（区立学校以外の学校への協力要請） 第十六条 
　区は、学校（区立学校を除く。）の設置者に対し、いじめ
の防止等に関する施策が確実かつ適切に行われるよう、
必要な協力を求めるよう努めるものとする。  

第四章 重大事態への対処 

（東京都北区いじめ問題調査委員会） 第十七条 
　区長は、法第三十条第二項の規定に基づき、区長の附
属機関として、東京都北区いじめ問題調査委員会（以下
「調査委員会」という。）を設置する。
　２　調査委員会は、区長の諮問に応じて、第十四条第四
項の規定による調査の結果について法第三十条第二項
の規定により調査を行い、その結果を答申する。 
　3　調査委員会は、学識経験を有する者その他のいじ
めの防止等に係る専門的な知識を有する者で、対策委員
会の委員以外のもののうちから区長が委嘱又は任命する
委員五人以内をもって組織する。 
　４　委員の任期は、二年とする。 
　５　前二項に定めるもののほか、調査委員会の組織及
び運営に関し必要な事項は、区長が別に定める。  

第五章 雑則 

（委任） 第十八条
　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し
必要な事項は、区長又は教育委員会が定める。  

付則

　この条例は、平成二十七年四月一日から施行する。ただ
し、第十三条、第十四条及び第十七条の規定は、同年七月
一日から施行する。

東京都北区いじめ防止条例　いじめゼロの学校・まちづくりを推進します
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